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セクション 3

▶ĐăąćĉoJöýÿ®(C\j÷��g�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

中条大祐

1．問題提起
毎年廃棄される大量の食品廃棄物（バイオマス）は深刻な問
題を引き起こしているが、他方において、この食品廃棄物は有
望な再生可能なエネルギー資源となる可能性があり、「大量の
廃棄を再資源化する簡便な方法」と「再生資源のオンサイト利
活用」について研究することには極めて現代的意義があると考
えられる。これら二つの点が本論のメインテーマであり、そし
て最終的に、本論文では単位重量当たりの食品廃棄物から得ら
れる再資源・エネルギーの推計を行っている。
食品廃棄物の大量廃棄問題には、次のような背景が存在す
る。食品廃棄物に関するデータについて、先ずここで見ておき

たい。平成２２年度の環境省・農林水産省の廃棄物に関する統
計によると、日本国内の廃棄物総量は約４億３１３５万㌧であ
り、食料自給率が４０％前後のニッポンで、全く出る場もなく
ゴミとして捨てられた食品・食材は年間約２０８６万トン(表
１）。その多くは飼料・肥料・焼却または埋立処分され、環境
汚染の一因となっている（表２）。（環境省と農林水産省のデ
ータ不一致について関係省に確認したところ「両省間のデータ整
合は行っていない＝差はあるかもしれない」との回答であった。
ここでは農林水産省のデータ（表１）を使用した。）　そして、
世界中から集められた食料は、日本の全耕作面積の２.７倍の農
地から得られる量であることも認識しておく必要がある。

           注：当論文における廃棄物等の定義等
１）事業系食品製造（加工）工場等から排出される廃
棄物の内、食品系のみに分別された廃棄物（箸等木
質系ゴミを除外）を「食品廃棄物」、一般及び事業
系廃棄物から排出される分別されない食品廃棄物を
「生ゴミ」、すべての廃棄物の総称を「ゴミ」と表
現する）
２）最新の発表によると、地球温暖化の原因とされて
いるCO2の世界総排出量は３１６億トン（2012年：
IEA発表）。2008年における主要国では、日本が約
12億トン、中国が約65億トン、米国が58億トンと推
計されており、中国が世界最大のCO2排出国であ
る。
３）オンサイトとは、ゴミを処理して得た再資源物
（物質・エネルギー等）を、ゴミが排出された場所
に循環して利活用すること。

　 生ゴミは、表３のように、種々の方法で再資源化されている
が、これらは主として国の主導による実証実験としての大規模
プロジェクトとして開発されて来たものであって、これらを
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中・小規模工場等で実現するには規模的な困難性及び環境問題
等があり、あまり進んでいないのが現状である。ここでは中・
小規模の一工場内で発生した食品廃棄物を電気・熱等のバイオ
マスの再資源化エネルギーとして同一工場内で利活用する［地
産／地消型オンサイト利活用］と言われるコジェネレーション
発電やバイオガス(メタン・水素)の生成及び燃料電池の研究に
ついて、問題提起しておきたい。
　 バイオマス系廃棄物の再資源化関連技術として、①エネルギ
ー変換技術、②一般廃棄物処理関連技術、③バイオリファイナ
リー（化成品製造）に大別でき、更にエネルギー変換技術は、
ａ「物理的変換」、ｂ「熱化学的変換」、ｃ「生物化学的変
換」の３つに区分できる。本研究では、上記の①から③までの
技術を総合的に活用して、バイオマス系生ゴミを再資源化して
エネルギーを効率的に生み出すという観点に加え、エネルギー
の直接利用以外の利用［水素生成等］も含めて有効にバイオマ
ス資源を活用し、その再生エネルギーをオンサイトで利活用す
ることが重要であることを、論文全体を通じて推論している。

２．大量食品廃棄物対策に関する「先行的動き」
  大量廃棄物対策に関する第一の動きとして、２００２年１２月
に「バイオマス・ニッポン総合戦略」が閣議決定されている。
良好な地球環境と、持続的な経済成長を両立させ、次世代に豊
かな資源と美しい環境に囲まれた地球を残していくため、地球
温暖化問題を人類が早急に取り組まなければならない最も重要
な環境問題の一つとし、バイオマスを総合的に利活用する循環
型社会への移行、及び、持続的に発展可能な社会「バイオマ
ス・ニッポン」の早期実現を強く求めている。循環型社会形成
推進基本法の理念である。
第二の動きとして、これまでの大量生産、大量消費、大量廃
棄の社会システムは自然の浄化能力を超え、地球温暖化、廃棄

物、有害物質等の様々な環境問題を深刻化している。また、廃
棄物の発生を抑制し化石資源の消費抑制及び廃棄物の再資源
化、並びに、生物由来の再生可能でカーボンニュートラルなバ
イオマスへ代替えすることによって「環境への負荷を低減させ
る社会」つまり、「低炭素・循環型社会」の構築を目指してい
る。（農林水産省：「バイオマス・ニッポン総合戦略」２００
８年版。）
第三の動きとして、国は２００９年４月に公表されたエネル
ギー分野における「技術戦略マップ」（経済産業省・国土交通
省・環境省等）においても、水素は「運輸部門の燃料多様化」
や「新エネルギーの開発・導入促進」などいずれの政策目標に
も掲げ、目標達成の重要な技術ロードマップに組み込まれてい
る。
　 バイオマスが拓く２１世紀の持続可能な再生エネルギーは、
自然を利用する究極の循環資源であり、地球温暖化の元凶のひ
とつである大気中の二酸化炭素濃度を増加させることなく利用
できる再生エネルギーである。また、バイオマスは世界の全化
石エネルギーの７倍が賦存すると言われている。(*1)以上のよう
な先行例が存在するが、バイオマスの再利用に関しては、以下
で見ていくような、さまざまな検討を現在においても必要とし
ている。

３．食品廃棄物の再利用等に関する問題
  大量の食品廃棄物がどのような問題を引き起こしているのかに
ついて、ここで見ていきたい。ここには、二つの問題が存在す
る。第一に、再利用の方法でなぜ肥料・飼料に主たる方法が集
中しているのかという問題がある。第二に、再利用を考える
「方法」自体に問題がある。
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まず第一には、再利用する場所の問題が存在する。表２は、
平成２１年度「食品循環資源の再生利用等実施率」(農林水産
省)の表である。表では「非常に高いリサイクル率（全体で８
１％、特に食品製造業では９３％）」に見えるが、実は内訳を
よく見ると、そのほとんどが飼料［７４％］と肥料［１９％］
である。これらの飼料・肥料による再利用には、排出された場

所へ還元できないという欠点が存在する。衛生管理が重要な食
品取扱工場におけるオンサイト処理［現場における処理］が望
ましいとする見方からすると、食品を扱う工場の一角に、飼
料・肥料の山ができるのは現実的ではない。実際に、実施する
事業者はいないし、再資源化した製品をオンサイトで利活用す
ることも基本的にはない。即ち、生ごみは依然として形を変え
て、自社工場の敷地内に残ることになり、衛生管理上望ましい
とされる、オンサイトの循環は実現しない。
　 一方、表２でわかるように、オンサイトで利活用が可能な循
環型再生エネルギーへの転換率（熱回収とその他）は僅か９％
にすぎない。残る９０％以上の食品廃棄物は再生エネルギーと
してオンサイト利活用の可能性のある資源であって、これを転

換し促進するのがバイオガス方式の最大のねらいであり、オン
サイト循環を可能とするサステイナブルな再資源化エネルギー
の循環である。
第二の問題は、再資源化への「最適な方法」に関する点であ
る。国内生産及び輸入した食糧・食材が商品に加工される一
方、そこから排出される食品廃棄物は各種の方法で再資源化さ
れる、あるいは再資源化される可能性がある。過去に行った調
査結果(*2)等を参考にして比較した結果、バイオガス方式が最
適な方法であることが推論できた。

過去の調査・研究(*2)では、食品廃棄物を再資源化する代表的
な５つの方式について検討したが、目的を実現するための重要
な要素や問題点及び、地球環境や食料への影響、また関連事業
者が簡便に実現できる方法等について総合評価を行った結果、
バイオガス方式を［最適］と評価した。その結果を一部改訂し
て示したのが表３である。
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４．自然エネルギーのコスト比較とバイオマスの優位
なぜバイオマスの再資源化が優位であるのかについて、上
記で述べたコストの点について、さらに詳しく、以下の比較
において検討を行うことにする。
第一に、自然エネルギーの「コスト比較」からバイオマス
の優位性をいうことができる。表４は、ＥＵが、自然エネル
ギーを設備投資額に対する年間電力量、つまり投資単価につ
いて評価したものである。即ち、現在日本で最も普及しつつ
ある「太陽光発電：１９１円/kw」、「風力発電：８３円/
kw」の２者より、「バイオマス発電：１２円/kw」が最も有
利となっている。即ち、そこには年間稼働率が大きく影響し
ており、太陽電池は１２％、風力発電は２０％に対しバイオ
マス発電は７０％となっており、昼夜または自然現象に関係
なく常時稼働できることが大きく貢献している。

（表でＥＵが対象としているバイオマスは「薪・農産廃棄物」）

第二に、バイオマスによる再資源化によって、メタンあるい
は水素の利用が可能になることも、優位性を表している。石油
等化石資源の賦存に伴うエネルギー問題、及び化石資源の使用

による温暖化ガスの排出等の地球環境問題の深刻化に伴い、
「次世代のクリーンエネルギー」として水素エネルギーが注目
されている。水素エネルギーは、
i 水素は燃焼しても水になるだけでCO2を発生しない、
ii 水素の燃焼熱は68.3 kcal/mol とプロパンの530 kcal/mol と
比較すると小さいが、

       燃焼時における空気と混合気体となった際の燃焼熱は0.87 
kcal/mol となり、プロパンの0.91 kcal/mol と大差ない。
(*3)

iii 太陽エネルギーを利用して、水から無尽蔵に再生可能であ
る、また、有機性廃棄物からも生産可能である、など優れた
点が多い。
　 　製造コストが下がれば理想的なエネルギー源となり得るの
であって、ここでも生ゴミからの水素生成には大きな期待が
かかっている。

　 　現在、まだ水素の利活用・応用先が限定的であるため、本
格的な水素製造は緒に就いたばかりである。前段階的な小規
模な実証実験で、高効率化を目指したシステムの研究・開発
が進んでおり、食品廃棄物からの水素生成も着実にその実験
成果をあげている。

  　２０１５年に発売が予定されている水素自動車が世に出てく
れば水素の需要は飛躍的に増大することは間違いなく、既
に全国で数百ヶ所の水素ステーションの設置計画が進んで
いる。(*4)  走行距離当たりの水素コストは、現在はガソリ
ンよりやや割高であるが、本格製造に入ればガソリンより
安くなるという。（千代田加工建設(株)２０１３．９）

　 　なお、燃料電池は水素をエネルギーキャリアに使用し、発
電時の温室効果ガス排出が少ないクリーンなエネルギーであ
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る。しかし、現在水素製造の主流となっている製法（主とし
てＳＯＦＣ・ＰＥＦＣ）は、エネルギーキャリアに化石資源
（石油・天然ガス等）を使用していたのでは環境を汚染し続
けていることに変わりはなく、持続可能な資源活用ではな
い。そこで本研究では、食品廃棄物からバイオガスを回収
し、クリーンなリサイクルを行うことにより資源が循環し、
オンサイトで利活用することに意義があると推論している。

　 これらの要因が本研究の背景にあるために、これらの結果か
らバイオマス処理の優位性が確認できる。以下においては、処
理方法について考えていくことにする。

５．食品廃棄物の処理方法
　 食品廃棄物を処理する方法についてはそれぞれ多くの方法が
研究され、一部実用化されている。その中で中・小規模の食品
製造［加工］工場で比較的実現しやすい方法を以下要約して述
べる。

■再資源化フロー
　　本節で扱う処理の流れを図１に示す。
　 　再資源化を実現するため、本研究では三つのステップを想

定して説明する：－

ステップⅠ：食品廃棄物からバイオガスを生成するステップ 

1 食品廃棄物の主たる成分［再資源化の主たる原料］は次
式のとおり(*5)

 i食品廃棄物(生ごみ）の主要成分　 →　 C17H29O10N　
（複雑に混合した物質）

iiガス化に必要な主要成分(グルコース)　 →　 C6H12O6　
である。

2 i 嫌気性微生物による処理でメタンガスを生成（例UASB
法等）(*6)、
 単一メタン発酵（例）：　Ｃ6Ｈ１２Ｏ６(グルコース) → 
３ＣＯ２(二酸化炭素） + ３ＣＨ４(ﾒﾀﾝ)

　　   ii　膜型メタン発酵等による水素・メタン二段発酵処理、  

水素・メタン二段発酵（例）：　Ｃ６Ｈ１２Ｏ６ + ２Ｈ２
Ｏ → ４ＣＯ２ + ４Ｈ２ + ２ＣＨ４

   　 iii 回収したメタンガスの組成成分(例)は表５である。

ⅳ水素生成目的の処理：表６は工業技術院物質工学工業技
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術研究所が開発した【独自の炭素系触媒による「高効率水
素・メタン発酵実験プラントの成分概要」であり、その転
化率は９０％である】と報告している。この表からは、食
品廃棄物１トンから得られる水素は１００標準立方メート
ルであり、他の一般的変換の約２倍となっている。
ⅴ 副製水素
　日本で、石油精製から毎年２４０億標準立方メートル、
製鉄コークス炉から100億標準立方メートル合計３４０億
標準立方メートルもの水素が副成されている。これらの副
成水素の潜在的資源の総量は、2020年において、500万台
の燃料電池車を走らせる量に相当すると想定されている。
(*7) 

ステップⅡ：水素・メタンガスから電力エネルギーに変換する
ステップ

3 上記で生成したメタンガスを燃料として →　 オンサイト
の電力供給

i （マイクロ）ガスタービン発電機によるコジェネレーシ
ョン発電
ii ガスタービン発電し、その排熱をそのまま熱利用、また
は、排熱で蒸気タービン発電する：コンバインシステム
(大規模）

ステップⅢ：バイオガスを燃料電池へ応用するステップ：
メタンガスから水素を回収する例（熱化学的処理）：スチーム
リフォーミング(*8)

i CH4(メタンガス) + 2H2O(水) → 4H2(水素) + CO2(２酸化
炭素) -Q（吸熱）

　　　　ii CH4 + H2O  → 3H2 + CO   -Q（吸熱）
　　　⑤i燃料電池には多くの種類・方法があり、次世代の電力

源として注目を浴びているが、どのタイプの燃料電池が普
及するかは、現時点ではまだわからないがSOFC(Solid Ox-
ide Fuel Cell：固体酸化物型燃料電池)及びPEFC(Polymer 
Electrolytec Fuel Cell：固体高分子型燃料電池)の実用化が進
んでいる。

　　　　燃料電池は、電解質の種類によって、A.リン酸形、B.
溶融炭酸塩形、C.固体酸化物形、D.固体高分子形、E.アル
カリ電解質、F.その他、に分類される。

　　　　工業製品や食品の製造、さらにはこれらの輸送の際
に、多大な化石資源が消費され、それに伴って排出される
二酸化炭素等による地球温暖化もますます深刻になってい
る。このような状況下で、新たな原理の燃料電池として、
酵素や微生物に基づくバイオプロセスを利用したバイオ燃
料電池の研究開発と有効活用も進んでいる。

  ii．再生エネルギー
 　前記処理によ生成したメタンガス・水素ガスを地域エリ
アで利活用する「スマート水素社会」(*9)を提案する。

iii．水素の貯蔵と運搬
    水素（Ｈ２）は最も軽い分子であるため、あらゆる物質
と結合しやすく（脆化）、その貯蔵・運搬には、扱いにく
い面(水素脆化）があるが、主として次の３つの方法で実
現している。
　a.圧縮・・・現状３５ＭＰａまたは７０ＭＰａという
高圧のタンクとコンプレッサが必要。
　 現在、自動車各社が開発しているほとんどがこの方
式。２０１２年のエコプロダクト展においても、専ら
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この圧縮方式が展示されていた。
　 b.液化・・・－２５９℃の冷却は現実的ではない→液化する
エネルギーロスが大きい。 
　 c.有機ハイドライド・・・常温・常圧で無色の液状(一見石油
状）であり、水素の貯蔵←→放出が繰り返して反応させること
ができ、既存の石油インフラが利用可能であり、実用化が期待
されている。石油プラントメーカでは、２０１５年の水素自動
車の発売を見越し、石油産油国から有機ハイドライド方式で日
本へ輸送する計画が進んでいる。（日本経済新聞２０１３年９
月）
　その反応式は(*10)
　 c-1.水素の貯蔵   Naphthalene Ｃ１０Ｈ８ → ［５Ｈ２］ → De-
caline Ｃ１０Ｈ１８+３３３.４kJ/mol
 　c-2.水素の放出（同上）    ←  ［－５Ｈ２］ ←    （同上）　
（矢印が反対）
     　　即ち、水素を貯蔵し、または、取り出しの循環ができ理

想的な貯蔵法である。効率的な「脱水素化技術」が問題
であったがほぼ解決され実用化が進んでいる。

以上で、三つのステップに従って、①食品廃棄物のガス化、　
②オンサイト循環、　 ③燃料電池、　 ④バイオマスエネルギー　
⑤水素社会への展望等についてみてきた。

６．結論
以上で考察して来たように、食品廃棄物（バイオマス）は現
在大量廃棄問題を引き起こしているが、他方において、この食
品廃棄物は再生可能なエネルギー資源として有望視されてきて

いる。本研究では、「大量の廃棄物を再資源化する簡便な方
法」と「再生資源のオンサイト利活用」の可能性について考え
て来た。食品加工工場から毎日廃出される膨大な量の食品廃棄
物を再資源化し、その再生エネルギーをオンサイトで利活用す
る循環ループの実用化はまだ緒に就いたばかりであるが、現在
公表されている実績データを元に検証した。具体的には、食品
廃棄物が一転してバイオガスからエネルギーキャリアになり得
ることが重要なポイントであり、前記のパート毎の研究実績を
連携することによりオンサイト循環が完遂できることを示して
いる。
　 毎日廃出される膨大な量の食品廃棄物を環境悪化することな
く再資源エネルギーとしてオンサイトで利活用することに最大
の意義があると本論文では推論した。即ち、ゴミの移動による
環境汚染を防ぎ、廃棄物処分コストを削減することがバイオマ
スの再生エネルギー化によって可能になり、その再生エネルギ
ーをオンサイトで利活用することができる。
　 以上のデータを統合した結果が「食品廃棄物とエネルギー」
表７である。表で明らかにされているように、食品廃棄物１日
１トンから得られる１日のエネルギー量とその応用について推
計を行っている。
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　 結果として、食品廃棄物１日１トンから得られる再生エネル
ギーは、電力にして標準世帯で２４世帯分相当であり、水素に
すれば水素自動車が約５３０キロメートル走行できることにな
る(*4)。これらが実現されれば、かなり魅力的な資源であると
いえる。更に、この生ゴミ１トン当たりの電力を原油に変換す
ると毎日約５８リットル(年間約２１トン)（財団法人省エネルギ
ーセンターの換算表）生産していることになる。 (表７の算出根
拠については巻末の【参考】を参照) 尚、国内で発生する畜産排
泄物、農業廃棄物、食品廃棄物など様々なバイオマスをこの方
法で再生すると、その再生エネルギーは年間で、１億８７００
万MWhの電気を生産することができる。(*11)

【参考文献等】
 (*1)：坂井正康著「21世紀エネルギー」森北出版：P46の表3.2
より参考。エコシステム経済研究所HPも参照、
(*2)：社会産業論文集：放送大学社会と産業コース：坂井ゼミ

2010年の部分タイトル「地球に優しい食品残渣の１００％
リサイクル化（すぐに実施できる簡便法の研究」中条大祐
著(DC21-J147)

(*3)：水素エネルギー計算：環境バイオテクノロジー学会誌　
Vol. 9, No. 2, 89–93, 2009  西尾　尚道 「廃棄物からの水
素・メタン二段発酵プロセスの事業化に向けて」

(*4)：日本経済新聞「くらし」「クルマ、家庭・・・水素は世

の中を変える」：インターネット
(*5)：李玉友著「メタン発酵技術の概要」の「代表的有機物及
び廃棄物系バイオマス発酵する化学量論式とガス発生量の
概算」表

(*6)：放送大学印刷教材「バイオサイエンスと豊かな暮らし」
第１４回

及び 水素・メタン2段発酵技術：東邦ガス、士幌町農業協
同組合等のＨＰ等

(*7)：産学官連携ジャーナル２００９年６月号（三谷優）「水
素エネルギーの有用性」を参考に算出
 (*8)：アジアバイオマスハンドブック　P131　式5.4.8　
(*9)：「スマート水素社会」は中条提言 →下記【参考】イメー
ジ
(*10)：「有機ハイドライド」：北海道大学　市川勝講演録「北
大地球環境科学研究院」講演録より、
　　　及び株式会社フレイン・エネジーＨＰ、及び日本経済新
聞「水素を液体化、体積500分の１に」

(*11)：財団法人省エネルギーセンターの換算表：1kWh（電力
量）＝0.24L（原油換算）

【参考】
①メタンガス及び電力の算出根拠
　参考図①②社のデータを参考に算出した。③の数社データはば
らつきが大きかったので詳細は表示していない。
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　②水素の算出根拠
　現在のところ、水素のマーケット及び流
　通が限定的のため、その製造に当たって
　は、小規模の実験・実証段階に留まって
いるが、高効率化した製法が急速に進展
し実用化されて来ている。ここではそれら
のデータを参考に算出した。

参考図１：食品廃棄物の発生と資源循環の図
国内生産及び輸入された食品・食材は、【川上】【川中】【川
下】そして【みずうみ】にたとえられるそれぞれの場所で生
産・加工、そして消費され、その残渣が食品廃棄物または生ゴ
ミとなって排出され、更に、様々な方法で再資源化される。そ
して生ゴミ発生場所へ循環するオンサイト型循環プロセスにつ
いての概要、また、バイオマスを水素に変えて利用する、次世
代資源循環型社会と見なせるであろう「スマート水素社会」を
展望し、更に、オンサイト循環の概要を総合的に表した図であ
る。（参考図１）
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